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新聞に掲載されたがん予防関連記事の内容分析
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目的 主要メディアのひとつである新聞に掲載されたがん予防関連記事の掲載頻度およびその内容

について検討することを目的とした。

方法 2011年に発行された全国紙 5 紙（読売，朝日，毎日，日本経済，産経新聞）の朝夕刊に掲載

されたがん予防関連記事を対象に，掲載紙，掲載月，朝夕刊，情報元を確認した。その上で，

予防記事に対しては，人のがんにかかわる要因の記載の有無，そのうち生活習慣関連要因（喫

煙，食物・栄養，飲酒，運動・身体活動，肥満）が記載された記事では予防，リスク，推奨基

準の記載の有無，および詳細内容を確認した。検診記事に対しては，検診部位，対象者，受診

間隔の記載の有無，および受診を促進する内容であるかを確認した。

結果 がん予防関連記事は全国 5 紙のべ272件（がん関連記事全体の5.1）確認され，そのうち予

防は208件で取り扱われていた。また，記載された人のがんにかかわる要因では，食物・栄養

が56件，持続感染が40件，喫煙が32件と多かった。生活習慣関連要因の中でも飲酒（12件），

運動・身体活動（11件），肥満（10件）は少なかった。また，食物・栄養以外では予防よりも

リスクの取り扱いが多く，推奨基準の記載はのべ13件であった。一方，検診について取り扱う

記事は92件であった。その中では，乳がん検診が31件と最も多く，その他のがん検診は20件に

満たなかった。また，検診対象者や受診間隔は7件，検診受診を促進する内容は39件の記事で

記載されていた。

結論 新聞においてがん予防関連記事は取り上げられているものの十分とは言えず，掲載されてい

た記事においても取り扱われる生活習慣関連要因や検診部位には偏りがあり，具体的な基準を

示す記事は少ないことが明らかとなった。新聞の影響力を考えると，今後はいかに，具体的な

予防行動やその基準，検診対象者や受診間隔などを含めた記事の取り扱いを増やしてもらうか

を検討する必要性が示唆された。
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 緒 言

がん死亡はがん検診・早期発見により抑制できる

が1,2)，我が国のがん検診受診率は30程度と先進

諸国と比較してもかなり低い3,4)。また，がんリス

クの45は予防可能な要因であり5)，生活習慣の改

善ががんを低減させる可能性が示されている5～8)。

それにもかかわらず定期的な運動・身体活動の実施

率は31.5，十分な野菜摂取者の割合は29.6と低

く，喫煙率も減少傾向ではあるが未だ19.3であ

る9)。国民の 2 人に 1 人が一生のうちにがんと診断

されているが3)，がん罹患・死亡は，今後もさらに

増加することが予想されている。そのためがん対策

としてがん検診受診や予防行動の促進が求められて

いる。

行動変容の第一段階は予防行動によるがん予防効

果の認知であり10)，その認知向上にはがん情報との

接触が関連していることが示されている11,12)。欧米

では，マスメディアから発信されるがん情報が，が

んやがん予防への注目を集めること13)や，認知・知

識に影響を及ぼすこと14)も確認されている。そのた

め，マスメディアによる科学的根拠に基づくがん予

防情報の提供が，予防可能なリスク要因，予防行動

や検診受診の効果の認知向上につながり，ひいては

がん予防行動の促進につながると考えられる。

マスメディアの中でも新聞は，がん情報を含む健

康関連の情報について比較的多くのスペースの確保
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が可能であり15)，信頼できる情報源だとみなされて

いる16)。また，テレビ報道の内容は新聞記事が元と

なることや，類似していることが多い15)。そのた

め，マスメディアの発信するがん情報の現状を把握

し，より効果的ながん情報のあり方を検討するため

に，アメリカ17～19)，カナダ20)，イギリス21)，中

国22)にて包括的に新聞記事の内容分析が重ねられて

いる17～22)。その結果，掲載される罹患部位には偏

りがあり，がん死亡・罹患率とも一致しないことが

示されている17,18,20,22)。また，がん対策においてが

んの各局面は等しく重要であるにも関わらず，治療

に焦点を当てる記事が多く，予防や検診を取り上げ

る記事が少ないことが指摘されている17～19)。これ

らの偏りは，読者に誤解を与える可能性があり，予

防や検診への理解を高めるためにもがん情報改善が

必要だと考えられる。

さらに，北米では，がん予防情報普及戦略にマス

メディアを有効活用するために，がん予防やリスク

の取り扱いに焦点をあてた内容分析も進められてい

る。予防・検診関連記事は少ないが，その中でも取

り扱われる予防行動23,24)やがん検診24)には偏りがあ

ることが報告されている。しかし，予防行動別の掲

載頻度と国民の知識度が一致していたことから，新

聞ががん予防を取り上げることは人々のがん予防知

識を高めると考えられている23)。

我が国の新聞読者は減少傾向にあるものの25)，国

民の63.6は毎朝新聞を読み，毎日ではないが新聞

を読んでいる者を含めると83.6の国民が新聞と接

触している26)。我が国において新聞は身近で重要な

情報源の 1 つであり，新聞に掲載されるがん予防関

連記事の内容ががん検診受診率や予防行動実施率に

影響を及ぼす可能性がある。がん予防に関して新聞

にて発信される内容，不足している内容などの評価

は効果的ながん予防情報普及戦略を構築するための

有益な基礎データとなり得るが，我が国の新聞のが

ん関連記事に焦点をあてた検討は行われていない。

そこで本研究では，主要メディアのひとつである新

聞に掲載されたがん予防関連記事の掲載頻度および

その内容について検討することを目的とした。

 研 究 方 法

. 調査対象

調査対象紙は，2011年 1 月 1 日から12月31日まで

に発行された全国紙である読売新聞，朝日新聞，毎

日新聞，日本経済新聞，産経新聞の朝夕刊とした。

記事の抽出にあたっては，各新聞社のオンライン

データサービス（読売新聞ヨミダス歴史館，朝日

新聞聞蔵ビジュアル，毎日新聞毎検，日本経

済新聞日経テレコン，産経新聞The Sankei Ar-
chives）を用いた。また，対象記事は，先行研究27)

にて抽出したがん関連記事5,314件のうち，がん予

防，リスク，検診が記載されていると分類した記事

をがん予防関連記事として再抽出した。なお，先行

研究27)では，諸外国におけるがん関連記事の内容分

析17～24,28～31)で用いられた検索用語（39語）を日本

語にし，国立がん研究センターがん対策情報セン

ターの研究員の確認を得た上で決定したがん，ガ

ン，癌，白血病，脳腫瘍など52語（表 1）を検索用

語として記事を抽出した。先行研究27)にて除外した

訃報，読者からの投稿，および人間以外の動物のが

んに関する記事に加え，本研究では大きな事故の影

響を考慮するため，対象年に発生した東日本大震災

に伴う記事は除外した。

. 調査項目

がん予防関連記事として抽出されたすべての記事

に対し基本調査項目として，1) 掲載紙，2) 掲載月，

3) 朝夕刊，4) 情報元を確認した。その上で，本研

究では，がん一次予防に関連する「予防」，および

「リスク」について記載があったものを「がん予防

記事」，二次予防である「がん検診」について記載

があったものを「がん検診記事」と分け，それぞれ

に内容分析を行った。

がん予防記事を対象とした内容分析では，国立が

ん研究センターが提供するがん情報サービスで示さ

れている「人のがんにかかわる要因」32)を参考に10
項目（喫煙，食物・栄養，飲酒，運動・身体活動，

肥満，持続感染（ウイルス・細菌），職業および環

境汚染，生殖要因とホルモン，遺伝素因，放射線）

に関する内容の記載の有無を確認した。その上で，

生活習慣に関連する要因 5 項目（喫煙，食物・栄

養，飲酒，運動・身体活動，肥満）の記載が確認さ

れた記事に対し，予防，リスクそれぞれに関する内

容の記載の有無，正しい推奨基準の記載の有無，お

よび具体的な内容を調査した。なお，正しい推奨基

準の判断については，「科学的根拠に基づくがん予

防法―がんになるリスクを減らすために―」33)に記

載された目安（推奨基準）を用いた。

がん検診記事を対象とした内容分析では，記載さ

れている検診部位を確認し，厚生労働省の指針で示

される 5 部位（肺，胃，大腸，乳，子宮頸）につい

ては，指針で示される対象者および受診間隔の記載

の有無を確認した。その上で，がん検診受診を促進

するまたは抑制する内容であるか，またその具体的

内容を確認した。

. 分析方法

がん予防関連記事に対するすべての調査において，
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表 がん関連記事抽出のための検索用語

No. 日 本 語 英 語 No. 日 本 語 英 語

1 腺腫
adenoma

2 アデノーマ

3 抗がん
anticancer

4 抗癌

5 星状細胞腫 astrocytoma

6 芽細胞腫

blastoma7 芽腫

8 真性腫瘍

9 がん

cancer10 癌

11 ガン

12 発癌物質 carcinogen

13 癌腫 carcinoma

14 癌腫症 carcinosis

15 化学療法 chemotherapy

16 終末期 end of life

17 グリオーマ
glioma

18 神経膠腫

19 ホジキン hodgkin

20 ホスピス hospice

21 白血病 leukaemia

22 塊
lump

23 しこり

24 リンパ腫 lymphoma

25 悪性度
malignancy

26 悪性疾患

27 マクログロブリン血症 macroglobulinemia

28 悪性の malignant

29 悪性新生物 malignant neoplasm

30 悪性腫瘍 malignant tumour

31 黒色腫
melanoma

32 メラノーマ

33 髄膜腫 meningioma

34 中皮腫 mesothelioma

35 転移 metastasis

36 真菌症 mycosis

37 骨髄腫
myeloma

38 骨髄

39 新生物 neoplasm

40 神経芽細胞腫
neuroblastoma

41 神経芽腫

42 腫瘍遺伝学者 oncologist

43 腫瘍学 oncology

44 骨肉腫 osteosarcoma

45 緩和ケア palliative care

46 褐色細胞腫 pheochromocytoma

47 放射線治療 radiotherapy

48 網膜芽細胞腫
retinoblastoma

49 網膜芽腫

50 横紋筋肉腫 rhabdomyosarcoma

51 肉腫 sarcoma

52 腫瘍 tumour
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2 人の評価者がそれぞれ内容分析を行った。評価者

間信頼性の評価として，がん予防記事，がん検診記

事の分類およびそれぞれの内容分析に対し評価者間

k 係数を算出した。がん予防記事，検診記事への分

類のそれぞれの k 係数は，0.869，0.907であった。

予防記事の内容分析の k 係数は0.6971.000，検診

記事の内容分析の k 係数は0.8590.862であった。

分類に相違がみられた場合は，研究グループにより

合意に至るまで協議し，決定した。分析は，記事数

および分類ごとに記事数およびその割合について記

述統計を行った。統計解析には，SPSS 22.0J for
Windows を用いた。

 研 究 結 果

. 対象記事

調査期間（2011年）中に，全国紙 5 紙に掲載され

たがん関連記事5,314件のうち，がん予防・検診関

連について記載されていたのは全国紙 5 紙のべ272
件（がん関連記事に占める割合5.1）であった。

新聞紙ごとのがん予防関連記事数（各紙のがん関連

記事数およびそれに占める割合）内訳は，朝日新聞

が最も多く81件（1,445件の5.6），続いて読売新

聞が59件（1,349件の4.4），産経新聞が48件（644
件の7.5），毎日新聞が45件（1,244件の3.6），日

本経済新聞40件（632件の6.3）であった。月別で
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は平均22.7件/月と毎月取り上げられていたが，6
月が38件（予防関連記事全体の14.0），次いで，7
月および10月が31件（11.4），11月が29件（10.7）

と多かった。一方，4 月は掲載が最も少なく 6 件

（2.2）であった。がん予防関連記事は毎月の掲載

数にばらつきはあるものの，年間を通じて掲載され

ていた。しかし，がん関連記事に占める割合は

5.1で，5 紙を合わせて 1 週間で平均5.2件の掲載

であった。また，記事の信頼性を評価する 1 つの指

標として，記事ごとに情報元も確認した。その結

果，国立がん研究センターをはじめ，対がん協会，

研究所や大学研究チームなどが情報元となっている

記事が64件（23.5）と最も多いことが確認された。

その他，信頼性の高いと考えられる情報元として，

医師・医療従事者・医療機関が39件（14.3），医

学部・専門分野の大学教授・研究員などが35件
（12.9），医学雑誌・学会が13件（4.8），内閣

府・厚生労働省・各自治体が17件（6.3）であっ

た。その他の記事では，著名人，イベント，がん経

験者，新聞記者・編集者，がん・がん予防関連以外

の専門家などが情報元であるか，情報元が不明であ

った。また，朝夕刊いずれに掲載があったかを確認

したところ， 205件（75.4）は朝刊に，67件
（24.6）は夕刊に掲載されていた。

. がん予防記事の内容分析

予防関連記事として抽出された全国 5 紙のべ272
件のうち，がん予防またはリスクが記載されている

予防記事は208件（予防関連記事の76.5）であっ

た。この予防記事を「人のがんにかかわる要因」に

基づき10項目に分類した結果，生活習慣に関連する

要因では，食物・栄養関連が56件（予防記事の

26.9，最多月11月13件）と最も多く，次いで喫

煙関連が32件（15.4，最多月 6・10月各 6 件）

と多かった。飲酒関連は12件（5.8），運動・身体

活動関連は11件（5.3），肥満関連は10件（4.8）

記載され，いずれも 6 月に多く記載されていた（そ

れぞれ 4 件，3 件，3 件）。生活習慣に関連する要因

以外では，持続感染関連は40件（19.2），放射線

は31件（14.9），職業および環境汚染関連は13件
（6.3），遺伝素因は 7 件（3.4），生殖要因とホ

ルモンは 6 件（2.9）で記載が確認された。また，

10項目いずれにも該当しない要因の記載は36件
（17.3）で，具体的には携帯電話・電磁波（20件），

持病，口腔ケア，長身，体内時計，アスピリン，卵

巣摘出などが確認された。

さらに，生活習慣関連要因の記載があった記事に

対し詳細に内容を確認した（表 2）。リスク，予防

に関する内容を確認した結果，食物・栄養では22件
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表 生活習慣関連要因別の予防およびリスクに関

する主な記載内容

食物・栄養（56件)

【予防】

食材のがん予防効果

（料理レシピの中で）食材・それに含まれ

る栄養素の予防効果（ブロッコリー，ナッ

ツ，魚類，きのこ，にんにく，ヨーグルト

など)

食の改善の推奨（具体例なし)

バランスのとれた食事の推奨（具体例なし)

野菜・果物摂取量の目安

食塩摂取量の目安

【リスク】

高カロリー摂取，カロリーの過剰摂取

肉類，塩分の過剰摂取

野菜嫌い・不足

アンバランスな食生活（具体例なし)

がんリスクは食・食事に由来（具体例なし)

喫煙（32件)

【予防】

禁煙

禁煙開始と生存率（開始が早いほど生存率

があがる)

禁煙サポート

【リスク】

喫煙・たばこはがん最大のリスク要因

放射線によるリスクとは比較にならないほ

どの喫煙のほうが高リスク

非喫煙者と比較し喫煙者非喫煙者のがん罹

患率の比較

喫煙開始が若いほど肺がんリスクは高まる

飲酒（12件)

【予防】
適度な飲酒，節酒

がん研究センターの推奨する飲酒量の目安

【リスク】大腸がんの確実なリスク要因

運動・身体活動（11件)

【予防】
適度な運動がリスク低減

運動不足解消を推奨

【リスク】
運動不足はがんリスク

放射線と比べ運動不足の方が高リスク

肥満（10件)

【予防】 太り過ぎないことが大切

【リスク】

肥満

放射線と比べ肥満のほうが高リスク

大腸がんのほぼ確実なリスク要因
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（39.3），喫煙では22件（68.8），飲酒では 9 件

（75.0），肥満では 9 件（90.0），運動・身体活

動では 5 件（45.5）の記事では，リスクのみを記

載していた。また，推奨基準は，喫煙では「たばこ

は吸わない」ことが基準であるため，禁煙を勧める

10件（31.3）の記事が記載ありに該当した。しか

し，それ以外では，食物・栄養に関連した野菜・果

物摂取量，1 日あたりの飲酒量について 1 件の記事

にて正しい推奨基準が明記されていた。生活習慣関

連要因別の予防およびリスクに関する具体的な記載

内容は表 3 に示す。

. がん検診に関する記事の内容分析

予防関連記事として抽出された全国 5 紙のべ272
件のうち，がん検診記事は92件（予防関連記事の

33.8）であった。厚生労働省が推奨し，各市区町

村が実施しているがん検診のうち乳がん検診は31件
（33.7），大腸がんおよび子宮頸がん検診は18件
（19.6），胃がん検診は15件（16.3），肺がん検

診は10件（10.9）の記載が確認された（表 4）。
その中で，対象者（年齢）が記載されていた記事は，

乳がん検診で 4 件，肺，胃，子宮頸がん検診で各 1
件，受診間隔を記載した記事はなかった。推奨検診

以外では，前立腺がん検診が 9 件（9.8），肝臓が

ん検診が 4 件（4.3），卵巣，食道，膵臓がん検診

が 2 件（2.2）ずつ，口腔，甲状腺，皮膚がん，

胆のう検診および脳腫瘍の検査がそれぞれ 1 件

（1.1）ずつ確認された。また，22件（25.0）で

は，部位を特定せずがん検診として記載されていた。

がん検診の受診を促進する内容は39件（検診記事

の42.4），抑制する内容は 7 件（7.6）で確認さ

れた。その主な内容は表 5 に示す。

 考 察

本研究では，主要メディアのひとつである新聞に

掲載されたがん予防関連記事について，内容分析の

手法を用いて検討した。その主な結果は，我が国の

新聞におけるがん予防関連記事の掲載は諸外国と比

較して少ないこと，掲載された人のがんにかかわる

要因には偏りがあり予防行動を促す記事が少ないこ

と，検診部位にも偏りがあり検診対象者であると自

覚できる記事が少ないことの 3 点であった。

まず 1 点目として，がん関連記事に占めるがん予

防関連記事の割合は，予防記事の占める割合が低い

と指摘している諸外国における先行研究17～19)の割

合よりもさらに低かった。新聞にはがん関連記事以

外にも多くの記事が掲載されていることから，現状

の記事数・割合では新聞読者が見逃してしまう可能

性が高い。がん予防行動や健康課題に関する新聞記

事の掲載頻度が，課題に対する認知や意識づけに影

響することも示されている34,35)。今後は，いかに主

要マスメディアにおいてがん予防・検診について取
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表 がん検診記事おける部位別の記載数およびがん検診を促進，抑制する内容の記載数（n＝92)

n 
月 別 掲 載 数 の 内 訳

対象・受診間隔
の記載 n ()1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月

検診記事 92 (100.0) 7 6 4 4 3 8 11 6 7 17 10 8 ―

肺がん 10 (10.9) ― 1 ― ― 1 1 4 1 1 1 ― ― 1(10.0)
胃がん 15 (16.3) 1 ― ― ― 1 ― 6 3 ― 2 2 ― 1( 6.7)
大腸がん 18 (19.6) 1 ― 1 ― 1 2 5 3 ― 1 4 ― 0( 0.0)
乳がん 31 (33.7) 1 2 0 1 3 1 4 2 4 9 1 3 4(12.9)
子宮頸がん 18 (19.6) 1 0 1 1 1 2 4 3 2 3 ― ― 1( 5.6)

厚生労働省の「がん予防重点教育およびがん検診実施のための指針」で示される「対象，受診間隔」を用いた

表 がん検診の受診を促進・抑制する主な記載内

容

促進する内容（39件)

早期発見は助かる・治る

定期的な受診が重要

ピンクリボン運動の紹介

検診無料クーポンの紹介

抑制する内容（7 件)

乳がん検診に用いられるマンモグラフィの偽陽性

前立腺がん検診（PSA 検査）は死亡率が下がらない

前立腺がん検診にて発見されても進行が緩やかで放

置が可能

卵巣がん検査は死亡率の低下につながらず，不要な

治療につながる可能性

どちらでもない内容

検診受診率

新しい検査方法の開発・研究

検診受診経験者への取材
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り扱いを増やしてもらうかを検討する必要がある。

2 点目の結果として，取り扱われる人のがんにか

かわる要因には偏りがあり，予防行動を促す記事が

少ない点があげられる。特に，生活習慣関連要因で

は食物・栄養および喫煙に関する内容が多く，飲

酒，運動・身体活動，肥満は少ないという偏りが確

認された。これには，食物・栄養に関する内容は，

食物や料理レシピを紹介する中で補足的に取り扱い

やすいことや，11月の国立がん研究センターによる

赤肉・加工肉摂取量と大腸がん罹患リスクの発表が

記事増加に影響している可能性がある。また，喫煙

は予防可能な要因としての認知度が高く36)がんリス

クの比較例として取り上げやすいことや，たばこ増

税問題の議論の中で健康被害の 1 例として取り上げ

られたことが記事増加につながったと考えられる。

一方で，飲酒，運動・身体活動，肥満の取り扱いは

少ないという偏りは Stryker ら23,24)により行われた

アメリカの新聞に掲載されたがん予防行動に関する

記事の内容分析と同様の結果である。アメリカの新

聞では，飲酒関連がマスメディアの主な収入源であ

りがんリスクとして取り扱いづらいことや，運動・

身体活動は，心臓病や他の疾病とまとめて生活習慣

病に対する要因として取り扱われることが多いこと

が，記事が少ない背景にあると考えられている23)。

我が国の掲載数の少なさが同様の理由かは，本研究

で明らかにできないが，新聞記事に示されるがん予

防に関連する内容は，人々の知識に影響を及ぼすこ

とが示されている23)。今後は，飲酒や運動・身体活

動とがん予防・リスクとの関係について取り上げる

記事も増やしていく必要がある。また，リスクのみ

の取り扱いが目立ち，行動を起こすために必要な科

学的根拠，目標数値・基準，具体的な予防法，行動

例などの情報はほぼ確認されなかった。がんリスク

要因を取り上げることはリスクへの関心を高める23)

が，それに対する対処方法が得られなければ人々の

行動変容にはつながりにくい24)。逆に不確実ながん

予防・リスクに関する記事は，懸念やリスク行動を

増加させる可能性が指摘されている37)。そのため，

いかにマスメディアにて国立がん研究センターなど

が示すがん予防・リスク情報と一貫した正確で適切

な記事を創出してもらうかを検討していくことが重

要である。

さらに，生活習慣関連要因以外の感染症，放射

線，電磁波などが偏りの一因となっていることも示

唆された。6 月の WHO 世界保健機関や国立がん研

究センターによる携帯電話と発がん性や，放射線リ

スクに関する発表，そしてヒトパピローマウイルス

ワクチンの承認・助成に関する情報提供に合わせて

取り扱いが増えていた。そのため，記事の増加には

公的機関による発表などが影響している可能性があ

る。また，カナダでは，生活習慣関連要因を取り上

げる記事が多く，がん罹患のリスク管理は個人の責
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任であるという社会論理と一致していると報告され

ている20)。それに対し，我が国では職業被曝，大気

汚染などをがんリスク要因と認知する者が多く，生

活習慣に関するリスク要因を認識する者が少ないと

の先行研究の知見と38)と本研究の結果は一致してい

るともいえる。今後の予防関連記事の増加および内

容の改善には，効果的な発表やプレスリリースの発

信の検討も一手段となる可能性がある。

3 点目の主な結果として，5 部位の推奨検診を特

定している記事は少なく，取り上げられる検診部位

には偏りがあること，また記事の中で検診対象者と

自覚できる記事は少ないことが明らかになった。そ

の中での最多の乳がん記事は10月に多く確認された

ことから，ピンクリボン運動による普及啓発の効果

が偏りの一因となっていると考えられる。しかし，

がん検診は乳がんに限らず，安全性や精度が高いこ

と，治療法があり，早期発見により死亡が減少する

ことが確認された部位が推奨されている39)。がん検

診関連報道が読者の受診行動を刺激する可能性が示

されていることから18)，死亡数が最多である肺がん

や，高罹患率の胃・大腸がん3)についても取り扱い

を増やしてもらい，検診受診を促す必要がある。厚

生労働省ががん検診受診率を発表した 7 月に記事の

増加が見られた。このことから検診についても公的

機関の発表が記事増加につながる可能性が示唆され

た。

また，予防記事同様 5 部位のがん検診記事であっ

ても対象年齢や受診間隔を示す記事はほとんどみら

れなかった。これは，がん検診への認知は向上して

も，対象者であることや定期受診の必要性を認識し

づらい可能性もある。検診受診率の向上には，受診

の意思決定を促す実用的な内容の提供が必要だと指

摘されている40)。また，受診に必要な具体的な情報

が得られなければ，人々の行動は変容しない，また

は無関心なままである可能性が示唆されている24)。

そのため，今後は，厚生労働省の指針に基づき，よ

り具体的かつがん検診の対象者であることを自覚で

きるような記事の創出をマスメディアに呼びかけて

いくことが必要である。

さらに，先行研究にてがん検診に対する否定的な

内容は，問題を複雑化させ，受診行動に結びつかな

い可能性が指摘されている41)。本研究でも，数は少

ないが乳がん検診として用いられるマンモグラフィ

の偽陽性リスクなどがん検診受診を抑制する内容の

記事が確認された。デメリットを示すことも重要だ

が，同時に受診の意義や早期発見による恩恵も示

し，国民が検診のメリット・デメリット双方を理解

した上でがん検診を受診することを促進する内容と

していくことが重要である。また，物語性のある報

道が実質的かつ効果的な公衆衛生上のメッセージと

なること42,43)も考慮し，一人でも多くの受診を促せ

るようなメッセージ開発も必要である。

本研究は，我が国の新聞におけるがん予防関連記

事の現状について検討した初めての研究であり，得

られた知見は，今後，がん予防情報の増加策につい

て検討していく際の基礎データとなり得る。しかし

ながら，いくつかの限界点が挙げられる。本研究で

は2011年の新聞のみを対象としているため，経年変

化を考慮することや，東日本大震災のような大事故

の影響を十分に避けることができない。また，発行

部数が多く全国に普及していることから全国紙 5 紙

（全国版）のみを対象としている。がん対策は都道

府県単位で実施されることから44)，地方版や地方紙

のみで取り扱われる情報もあると予測されることか

ら全国紙の地方版や地方紙については検討していな

いことは，大きな限界点である。さらに読者への印

象に影響すると考えられる掲載面や記事の大きさは

検討しておらず，今後，さらに詳細な検討が必要で

ある。また，テレビ・ラジオ，オンラインニュース

などは，新聞がもととなることが多いとされてい

る。そのためマスメディアとしての一定の代表性は

あると考えられるが，本研究の結果をマスメディア

におけるがん情報として一般化するには留意が必要

である。加えて，本研究では新聞におけるがん予防

関連記事が，実際のがん予防行動，検診受診と関連

するかの検討は行っていない。そのため，今後は，

情報を創出するマスメディアにて取り扱いを増やす

ために必要なことを確認すると同時に，国民が新聞

記事をはじめマスメディアより発信される情報から

何を学ぶのか，また知識や行動に関連しているのか

を検討してくことも必要である。

 結 語

我が国の新聞におけるがん予防関連記事数は十分

とはいえず，まずはいかにマスメディアにおいて予

防・検診記事の頻度，量を増加させてもらうかを検

討する必要がある。また，掲載されていても，予防

行動と関連する生活習慣関連要因や，がん検診の対

象者や受診頻度などの取り扱いは少なかった。その

ため，がん予防関連記事の増加にあたっては，科学

的根拠に基づき正確かつ，具体的な情報を示すなど

内容へ配慮してもらうことも重要である。そのため

にも今後は，どのような記事内容であれば予防・検

診行動を促すことができるかの検討が必要である。

本研究は，2014年度独立行政法人国立がん研究セン
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ターがん研究開発費（26A31）および私立大学戦略的

研究基盤形成支援事業（S1511017）の助成を受け実施し

た研究成果の一部である。なお，本研究は開示すべき

COI 状態はない。

(
受付 2015.11.27
採用 2016.11.14)
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Content analysis of news coverage on cancer prevention and screening in Japanese
newspapers
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Objectives The present study investigated articles on cancer prevention published in Japanese newspapers
in 2011.

Methods A content analysis of news coverage on cancer primary prevention and screening was conducted.
Articles which mentioned cancer risk, prevention, and screening were extracted. For all articles on
prevention, the newspaper's name, month of publication, and information source were checked.
Coding variables for articles on primary prevention included causes of human cancer, risk and/or
prevention, and recommended screening criteria. Cancer screening articles were classiˆed according
to four coding variables: cancer screening site, subjects for screening, examination interval, and
whether to promote the screening.

Results A total of 272 articles were identiˆed and subsequently coded as either articles on primary preven-
tion or screening. The number of articles on primary prevention was 208. The focus of these articles
was mostly on food/nutrition (n＝56), cancer-causing infection (n＝40), and smoking (n＝32).
Alcohol drinking (n＝12), exercise/physical activity (n＝11), and obesity (n＝10), which are also
major lifestyle factors for cancer, were rarely mentioned. Moreover, cancer risk was more frequently
mentioned than prevention. The recommended criteria for major lifestyle factors were mentioned in
13 articles. Screening was mentioned in 92 articles. Breast cancer screening was the most frequently
mentioned (n＝31). The screening of colon (n＝18), cervical (n＝18)，stomach (n＝15), and
lung cancer (n＝10), which are recommended by the cancer control act, were mentioned in less
than 20 articles. Seven articles on screening indicated subjects and interval. Only 39 articles dis-
cussed cancer-screening behaviors.

Conclusions Articles on cancer prevention were found to be published in Japanese newspapers. However,
the number of articles on both primary prevention and screening was not enough, and there were
some disparities in the lifestyle factors and speciˆc type of screening that were mentioned in these ar-
ticles. Considering the in‰uence of newspapers as a source of information on cancer prevention, it is
necessary to encourage publishers to increase the number of published articles on cancer primary
prevention and screening in Japanese newspapers.
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